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【研究の目的】 
 UCCのモデル法という役割は、国内で多様化する取引上の利害をどのように調整すべきかに関する有
益な示唆を示すだけでなく、国際取引に関する法原則に関する調和・統一に向けての方法を示している。
本研究は、UCCにおける近時の動向と国際条約等に及ぼす影 
響について研究することを目的とする。 
【研究活動及び成果】 

最近の研究は、スマートコントラクトと契約法、デジタルトークンと財産法、国際動産売買とUCCの
関係といったテーマが散見される。これらの問題は、近時のコロナ禍を起因として、ますます国際取引
法分野との接点が増えるとともに、UCC独自の規範形成には接続していない。コロナ禍と本務校との関
係もあり、研究グループ構成員の問題関心から離脱しているとの認識から、本年をもって、研究活動を
終了することとする。 
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